
日本医学会分科会活動報告  
学会名(№112) 日本緩和医療学会      
代表者名     木澤 義之               

 
I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自
の活動を以下に留意して記載をしてください。 
a. 特に学術的に重要と考えられるもの 
〇学術大会、７支部大会を毎年開催し、緩和医療関連の科学的な発信、学術的交流をおこなっている。 
〇学術誌である Palliative Care Researchを継続発刊し、緩和医療関連の科学的な発信を行っている。 
〇緩和医療ガイドラインを Mindsガイドラインに沿って発刊し緩和医療の標準化に貢献している。 
〇緩和医療の専門家の質の維持向上やキャリア開発を目的にセミナーや講座、研修会を開催している。 
◯緩和医療学テキストブック「専門家を目指す人のための緩和医療学改訂第 3版」を出版した。 
○学会認定の専門医制度により緩和医療専門医 354 名、緩和医療認定医 1146 名、緩和医療認定研修施
設 410 施設（うち基幹施設 203 施設）を認定し、専門的緩和ケアの医療人の育成を行っている。 
〇緩和医療に関する調査・研究事業として、緩和ケアチーム登録事業を行い、がん以外の緩和ケアの依
頼の状況も集積し、全国の緩和ケアチーム活動を経時的に明らかにし、学会 HP で公表している。  
〇厚生労働省委託事業として、緩和ケアに関する研修と普及啓発を行い、がん等の診療に携わる医師等
に対する緩和ケア研修会（PEACE 研修会）に関する e-learning サイトの運営と内容の充実を図り、
緩和ケア研修会指導者研修会を毎年主催、運営し、研修会を修了した医師の数は 17 万人を超えてお
り、世界で最も多くの受講修了者をもつ基本的緩和ケア教育プログラムとなっている。 
〇研究推進事業として、緩和医療に関する公募研究事業を行い会員の学術研究の推進につとめた。  
ｂ.当該領域における国際的な役割 
学会員が APHN（Asia Pacific Hospice Palliative Care Network） の組織会員として運営に関与。国際
交流委員会を中心に、アジア地域の緩和医療専門家との交流、国際交流セッションの開催している。 
WHO の緩和ケア諮問機関である  WHPCA（World Hospice Palliative Care Alliance）、IAHPC 
（International Association for Hospice and Palliative Care）に加入し、国際交流強化と最新の緩和医療
の学術情報を会員へ還元している。2024年 6 月には、日本緩和医療学会学術大会と同時開催で、APHN
の年次総会が開催された。 

ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 

厚生労働省委託事業では、緩和ケアの普及啓発活動を展開し、SNS 等を通じた情報提供を構築してい
る。上述の緩和ケア研修会体制の構築を行い、基本的緩和ケアの学習機会の提供と普及啓発を行ってい
る。専門医認定・育成委員会等では専門的緩和ケアの学習機会を提供し、緩和ケアの質向上の推進を行
っている。健康保険・介護保険委員会を通じて、内保連、外保連、看保連に申請し緩和ケアに関連の保
険診療の評価や改訂要望を行い、適切な緩和ケア推進、専門的な技術の適正評価に努力している。  

  



ｄ.学会運営上留意している点 

〇学術の振興、エビデンスの創出のための研究推進。緩和医療の人材育成（専門医、認定医の育成、
PEACE、ELNECなどの基本的緩和ケア教育の推進）。 
〇多職種から構成される学会であるため、多様な意見の尊重、若手会員や女性会員の登用をしている。
会員サービスの向上（教育セミナーを１年後に無料公開、会費のコンビニ払い化、自動引き落としの採
用、公式 SNSを通した会員への情報の速達性向上）。財務の健全化、事務局機能強化と働き方改革（自
前事務局の強化と事務局職員の資質・知識・技能の向上や待遇改善、テレワーク導入、事務業務のオン
ライン化、残業削減）。  
〇将来構想委員会を定期開催し、短期、中期における学会内外の諸課題を点検、精査して理事会に提言
し、課題解決のための努力をしている。理事会、執行部、事務局との連携の強化に注力している。 
〇関係する学会、団体、国とのコミュニケーションを大切にすることで相互の信頼関係を構築し、共同
事業への取り組みや立場を超えた意見交換、情報共有を積極的に行っている。 
Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下
さい． 

○本学会では、緩和ケアの普及啓発を目的とし、緩和ケアに関連する学術団体と連携して緩和ケア関連
団体会議を主宰している。議長は本学会理事長が務めており、計 19 の団体が加盟している（うち、日
本医学会分科会加盟学会は、9 団体である）。本会議の主な協議事項は、緩和ケアの普及啓発、関連団
体の連携強化等である。緩和ケア関連団体会議おいて、「WHO（世界保健機関）による緩和ケアの定義
（2002）」定訳を共同で定訳を作成した。 

 


